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(57)【要約】
【課題】吐出ガスの油含有率が低い圧縮機を提供するこ
とを目的とする。
【解決手段】上記目的は、密閉容器内に設けられた外部
から導いたガスを圧縮する圧縮動作部と、この容器内に
設けられた油溜まり部とを備えた圧縮機において、前記
圧縮動作部からガスの圧縮機外部への出口である吐出口
へ至る経路内に、前記油溜まり部の油内を経由する経路
を備えることにより達成される。また、前記油溜まり部
の油内の後に多孔性体を経由する経路を備えてもよい。
本発明によれば、圧縮機外に吐出するガスの油含有率が
低い圧縮機を提供できる。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　密閉容器内に設けられた外部から導いたガスを圧縮する圧縮動作部と、この密閉容器内
に設けられた油溜まり部とを備えた圧縮機において、前記圧縮動作部からガスの圧縮機外
部への出口である吐出口へ至る経路内に、前記油溜まり部の油内を経由する経路を備えた
圧縮機。
【請求項２】
　請求項１において、前記油溜まり部を経由する経路の後に多孔性体を通過する経路を備
えた圧縮機。
【請求項３】
　密閉容器内に設けられた外部から導いたガスを圧縮する圧縮動作部と、この密閉容器内
に設けられた油溜まり部とを備え、この圧縮動作部からのガスを前記密閉容器内に吐出す
る圧縮機において、前記圧縮動作部からのガスを前記密閉容器内に吐出する圧縮動作口に
対向しこの圧縮動作口の相当直径の０．２５から２倍の距離だけ離れた位置にオイルトラ
ッププレートを配置した圧縮機。
【請求項４】
　密閉容器内に圧縮機構部とこの圧縮機構部を駆動する電動機部とを備え、この圧縮機構
部から吐出された冷媒がこの密閉容器内を介して吐出口から外部へ吐出される圧縮機にお
いて、前記電動機部に対し吐出パイプを前記圧縮機構部の反対側に設け、この電動機部と
前記吐出パイプとの間に設けられた補助軸受と、この補助軸受に設けられ、穴が開けられ
た支え板と、この支え板と吐出口との間に遮蔽板を設けた圧縮機。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧縮機に係り、圧縮機から吐出されるガス中の油含有量の低減に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特殊な場合を除いて、ガスを圧縮するためには機械的な手段を用いる。このため、機械
的な手段における各部の潤滑性やシール性を確保するために油が用いられるが、この油が
ガスに混入することが多い。ところが、圧縮ガスの用途では、ほとんどの場合、ガス中の
油を禁止または敬遠する場合が多い。例えば、冷凍サイクルに用いる冷媒ガスの場合には
、含有する油は熱交換部における性能を低下させるため、冷凍サイクルの圧縮機にはガス
とともに吐出される油量を極力低減する工夫が必要になる。
【０００３】
　従来は、特開平６－３４６８８４号公報のスクロール圧縮機に示されるように、吐出パ
イプの密閉容器内側に金属製の網や多数の孔が開いた薄板を設け、そこを通る間に圧縮ガ
ス中の油を分離する構成を有していた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平６－３４６８８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、圧縮ガスの流路内にモータのロータ等の高速回転体を配置した構造であるため
、油を含む圧縮ガスが高速回転体に衝突し、その際個々の油滴が引き裂かれて複数の小さ
な油滴に分離する結果、金属製の網や多数の孔が開いた薄板に付着する油量が少なくなり
、圧縮機から吐出される油量を低減できないという問題があった。その理由を以下に説明
する。
【０００６】
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　油滴には、質量に比例する重力と、周囲のガスとの相対速度と油滴の表面積の積に概略
比例する粘性力が働く。しかし、このうちの重力は、粘性力と比較して通常の場合は小さ
いため、無視する。粘性力を式で表すと以下のようになる。
（粘性力）≒Ａ×（油滴の表面積）×（周囲のガスとの相対速度）　　　（１）
　Ａは比例定数である。ここでＡの値は非常に大きい。これは、油滴がガスに対して相対
速度を少しでも持つと大きな粘性力が働くということだから、油滴はガスの流れにほぼ乗
って移動することを意味する。しかし、金属製の網や多数の孔が開いた薄板の内部のよう
にガスの流れ速度が急激に変化するところでは、油滴の慣性によって、ガスの流れに乗ら
ずそれからずれて元の速度を継続しようとする作用が働く。この時に、ガスの流れととも
に移動する視点から見ると、この作用は慣性力と捉えることができる。この慣性力は、油
滴の慣性である質量に比例するため以下のような式で表現される。
（慣性力）＝Ｂ×（油滴の質量）×（ガスの加速度）　　　（２）
　ところで、油滴は表面張力によりほぼ球形をしているため、
（油滴の質量）∝（油滴の直径）3　　　（３）
（油滴の表面積）∝（油滴の直径）2　　　（４）
という関係式が成り立つ。よって（３）、（４）の関係式を（１）～（２）に代入すると
以下のようになる。
（粘性力）∝Ａ×（油滴の直径）2×（周囲のガスとの相対速度）　　　（５）
（慣性力）∝Ｂ×（油滴の直径）3×（ガスの加速度）　　　（６）
（６）で示すように、油滴には慣性力が作用する。（５）、（６）の両辺同士を割ると以
下の式を得る。
（慣性力）／（粘性力）∝（油滴の直径）×（Ｂ×ガスの加速度）／（Ａ×周囲のガスと
の相対速度）　　　（７）
【０００７】
　周囲のガスとの相対速度を含む項は、上記したように、Ａが大きいために大きく変化し
ないので、油滴の大きさとはほぼ独立している。また、ガスの加速度は、ガス流路の形状
とガスの速度といった外部条件で決まるため、これも油滴の大きさとはほぼ独立している
。よって、（７）より、油滴の直径が大きくなると慣性力が粘性力に対して近づいてくる
かまたは大きくなってくることがわかる。これは、油滴が大きくなるとガスの流れが急激
に変化するところで、ガスの流れから外れやすくなることを意味している。つまり、網や
多孔体の内部のように複雑に流れが変わるところでは、油滴が大きくなると、油滴はガス
の流れから外れて、網や多孔体に接触して吸着し易くなり、ガス内の油の含有率が低減す
ることを示している。すなわち、これを逆にいえば、油の粒径が小さくなるほど、網や多
孔体による油含有率の低減効果が低下するということである。
【０００８】
　そこで、粒径の小さい油も多量に吸着させるために金属製の網の目を細かくしたり薄板
に開けた多数の孔を小さくしたりして、そこを流れるガス流の変化を一層急激にする手段
が考えられるが、それらの手段によってガスの流路抵抗が増大し、性能が低下するという
問題が生じる。
【０００９】
　また、前記公報で示される他のスクロール圧縮機では、前記圧縮動作口を覆うように金
属製の網や多数の孔が開いた薄板を設け、そこを通る間に圧縮ガスに含有する油を分離す
る構成を有していた。しかし、油に多量の冷媒ガスが溶解して油の表面張力が小さくなる
ような運転条件や、前記圧縮動作口における圧縮ガスの急激な減圧でそこに含有する油に
溶解したガスが爆発的に気化する過圧縮条件のような運転条件では、上記した例と同様に
圧縮ガス内の油の粒径が小さくなるため、同様の問題があった。
【００１０】
　本発明の目的は、冷凍サイクル内に流出する油の量を低減する圧縮機を提供することに
ある。
【課題を解決するための手段】
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【００１１】
　上記目的は、密閉容器内に設けられた外部から導いたガスを圧縮する圧縮動作部と、こ
の容器内に設けられた油溜まり部とを備えた圧縮機において、前記圧縮動作部からガスの
圧縮機外部への出口である吐出口へ至る経路内に、前記油溜まり部の油内を経由する経路
を備えることにより達成される。また、前記油溜まり部の油内の後に多孔性体を経由する
経路を備えてもよい。
【００１２】
　また上記目的は、密閉容器内に設けられた外部から導いたガスを圧縮する圧縮動作部と
、この密閉容器内に設けられた油溜まり部とを備え、この圧縮動作部からのガスを前記密
閉容器内に吐出する圧縮機において、前記圧縮動作部からのガスを前記密閉容器内に吐出
する圧縮動作口に対向しこの圧縮動作口の相当直径の０．２５から２倍の距離だけ離れた
位置にオイルトラッププレートを配置することにより達成される。ここで、前記した相当
直径とは、前記圧縮動作口の断面積と同一の面積を有する円の直径である。
【００１３】
　また上記目的は、密閉容器内に圧縮機構部とこの圧縮機構部を駆動する電動機部とを備
え、この圧縮機構部から吐出された冷媒がこの密閉容器内を介して吐出口から外部へ吐出
される圧縮機において、前記電動機部に対し吐出パイプを前記圧縮機構部の反対側に設け
、この電動機部と前記吐出パイプとの間に設けられた補助軸受と、この補助軸受に設けら
れ、穴が開けられた支え板と、この支え板と吐出口との間に遮蔽板を設けることにより達
成される。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、圧縮機外に吐出するガスの油含有率が低い圧縮機を提供できるという
効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】第一の実施例の縦断面図。
【図２】第一の実施例の固定スクロール部材の反スクロールラップ側からの平面図。
【図３】第一の実施例の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの平面図。
【図４】第一の実施例のリテーナの平面図。
【図５】第一の実施例の圧縮行程の説明図。
【図６】第一の実施例のバイパス弁付近の縦断面図（図１におけるＲ部の拡大図）。
【図７】第一の実施例の差圧制御弁付近の縦断面図（図１におけるＰ部の拡大図）。
【図８】第一の実施例の差圧制御弁の旋回側面領域付近の縦断面図（図７におけるＱ部の
拡大図）。
【図９】第一の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図１０】第一の実施例の油滴除去部の斜視図。
【図１１】第一の実施例の軸受支持板のモータ室側からの平面図。
【図１２】第二の実施例の軸受支持板のモータ室側からの平面図。
【図１３】第三の実施例の軸受支持板のモータ室側からの平面図。
【図１４】第四の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図１５】第五の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図１６】第五の実施例のガスカバーの組立て斜視図。
【図１７】第五の実施例のガスカバーの貯油室側からの平面図。
【図１８】第六の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図１９】第六の実施例の軸受支持板のモータ室側からの平面図。
【図２０】第七の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図２１】第八の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図２２】第九の実施例のガスカバーの組立て斜視図。
【図２３】第九の実施例のガスカバーの貯油室側からの平面図。
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【図２４】第九の実施例の油滴除去部の斜視図。
【図２５】第十の実施例の油滴除去部の斜視図。
【図２６】第十一の実施例の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）。
【図２７】第十二の実施例のオイルトラッププレートの組立て斜視図。
【図２８】第十二の実施例のオイルトラッププレートの取付け斜視図。
【図２９】第十二の実施例のオイルトラッププレートの取付け部付近の縦断面図。
【図３０】第十三の実施例のオイルトラッププレートの斜視図。
【図３１】第十四の実施例のオイルトラッププレートの斜視図。
【図３２】第十五の実施例の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの平面図。
【図３３】第十六の実施例の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの中央付近の
平面図。
【図３４】第十六の実施例のバイパス穴の縦断面図。
【図３５】第十七の実施例の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの中央付近の
平面図。
【図３６】第十七の実施例のバイパス穴の縦断面図。
【図３７】第十八の実施例の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの中央付近の
平面図。
【図３８】第十九の実施例の差圧制御弁付近の縦断面図（図１におけるＰ部の拡大図）。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　実施例を説明する前に本発明の作用を説明する。
　まず、上記目的を達成するための第一の手段の作用を説明する。油を含有するガスを前
記貯蔵油中に通すとき、気体と液体の比重の違いから、ガスを前記貯蔵油の下部に吹き込
む必要がある。この吹き込んだガスは前記貯蔵油中を気泡となって上昇する。気泡の周囲
全域は油であるため、気泡中の油滴が周囲の油と接触する確率は非常に高くなる。さらに
、前記貯蔵油中の気泡の上昇は、油の粘性のために圧縮機内の他の箇所におけるガス流速
と比較して非常に小さい速度となるため、気泡中の油滴が周囲の油と接触できる時間が長
く、気泡中の油滴が周囲の油と接触する確率は一層高くなる。周囲の油に接触した油滴は
、油の表面張力によって表面積を小さくする作用が働く結果、小さな油滴は気泡周囲の油
に吸込まれる。つまり、油を含有するガスを前記貯蔵油中に通すと、そこから出てくるガ
スの油含有率が低減する。この油含有率低減作用は、気泡中の油滴の大きさによらないた
め、粒径の大きな油滴はもちろんのこと、従来技術で上げた網や多孔体で取り除くことが
困難であった、粒径の小さい油滴も効果的に除去できる。ところで、運転条件によっては
、ガスの気泡が前記貯蔵油の油面に達した時に気泡が潰れて新たな油滴が発生する場合が
ある。ところが、気泡の上昇速度は非常に遅いため、この時に発生する油滴の粒はかなり
大きい。このため、前記貯蔵油から出てきたガスにはほぼ大きな油滴のみが含有するが、
このガスは次に多孔性体を通過するようにすれば、前記した理由により、大きな油滴を高
い確率で取り除くことができる。この結果、油の含有率を大幅に低減させたガスを圧縮機
から吐出できる。
【００１７】
　次に、上記目的を達成するための第二の手段の作用を説明する。圧縮動作口から出てく
るガスの流路を妨げるようにオイルトラッププレートを配置すると、ガスの流れはそこで
急に曲げられるが、ガスに含まれる油は慣性が大きいために、このオイルトラッププレー
トに付着し、ガス中の油滴の含有率は低減する。しかし、このオイルトラッププレートを
前記圧縮動作口に近づけ過ぎると、流路断面積が小さくなって流路抵抗が増大するため、
性能低下が生じる。すなわち、
（圧縮動作口の面積）≦（圧縮動作口から出た後のガスの流路の断面積）　　　（８）
が必要となる。圧縮動作口から出た後のガスの流れは、このオイルトラッププレートで直
角に曲げられると考え、圧縮動作口から出た後のガスの流路の断面積は、圧縮動作口の周
長に圧縮動作部外側面上の前記圧縮動作口からオイルトラッププレートまでの距離をかけ
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た面積、つまり、圧縮動作口を底面とするオイルトラッププレートまでの高さの柱状立体
図形の側面の面積とみなすことができる。通常、圧縮動作口は円形かそれに近い形状とな
っているため、圧縮動作口を断面積が等しい円としても状況はほとんど変わらない。よっ
て、以前に定義した相当直径をＤ、前記圧縮動作口からオイルトラッププレートまでの距
離をＨとすると、（圧縮動作口の面積）＝π×Ｄ2／４　　　（９）
（圧縮動作口から出た後のガスの流路の断面積）＝π×Ｄ×Ｈ　　　（１０）
より、（８）の条件は、
π×Ｄ2／４≦π×Ｄ×Ｈ　　　（１１）
となる。これを整理すると以下のようになる。
Ｈ≧Ｄ／４　　　（１２）
【００１８】
　また、Ｈが大きくなりすぎると、ガスがオイルトラッププレートに衝突する速度が小さ
くなるため、ガス中の油滴除去率が低下する。これまでの検討から、Ｄの２倍以上になる
と、油滴除去率が急激に低下することが分かっているため、以下の関係式が出る。
Ｈ≦２×Ｄ　　　（１３）
　これより、（１２）と（１３）から、オイルトラッププレートを圧縮動作口の相当直径
の０．２５から２倍の距離だけ離れた位置に配置すれば、流路抵抗による性能低下も起こ
らず、ガス中の油滴除去率も高くなる。
【実施例１】
【００１９】
　本発明を、旋回スクロール部材の反圧縮室側の空間に吸込圧よりも概略一定値（以下、
過吸込圧値と称する）だけ高い圧力をかけることにより旋回スクロール部材を固定スクロ
ール部材に押し付けるスクロール圧縮機に実施した第一の実施例を、図１ないし図１１に
基づいて説明する。図１は圧縮機の縦断面図、図２は固定スクロール部材の反スクロール
ラップ側からの平面図、図３は固定スクロール部材のスクロールラップ側からの平面図、
図４はリテーナの平面図、図５は圧縮行程の説明図、図６はバイパス弁付近の縦断面図（
図１におけるＲ部の拡大図）、図７は差圧制御弁付近の縦断面図（図１におけるＰ部の拡
大図）、図８は差圧制御弁の背圧室付近の縦断面図（図７におけるＱ部の拡大図）、図９
は貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）、図１０は油滴除去部の斜視図、
図１１は軸受支持板のモータ室側からの平面図である。なお、この例は、圧縮機の直径が
、１０ｍｍから１０００ｍｍ程度のものである。
【００２０】
　まず、構造を説明する。
【００２１】
　旋回スクロール部材３は、鏡板３ａにインボリュートまたは代数螺線等を基本線とする
スクロールラップ３ｂを立設し、その背面に旋回軸受３ｗを挿入した軸受保持部３ｓと、
旋回オルダム溝３ｇ、３ｈを設ける。
【００２２】
　固定スクロール部材２は、鏡板２ａにスクロールラップ２ｂを立設し、図３に示すよう
その外周にスクロールラップ歯先面とほぼ同一面となる非旋回基準面２ｕを設け、そこに
周囲溝２ｃを形成する。そして、歯底には４個のバイパス穴２ｅが設けられる。ここでバ
イパス穴２ｅを４個設けた理由は、図５に示すように、形成される全ての圧縮室６に常に
バイパス穴２ｅを開口させるためである。このバイパス穴２ｅを覆うようにリード弁板で
あるバイパス弁板２３ｘ（図２）およびその弁板２３ｘの開口度を制限するリテーナ２３
ａをバイパスねじ２３ｈで固定する（図４、図６）。また、中央近くには圧縮動作口２ｄ
が開口している。また、歯底面の外縁側に吸込み掘込み２ｑ（図３）を設け、そこに背面
から吸込みパイプ５４を挿入するための吸込穴２ｖを設ける。この吸込穴２ｖに前記吸込
パイプ５４を挿入するが、そのときに弁体２４ａと逆止弁ばね２４ｃを入れ、吸込み側逆
止弁２４を形成する。さらに、固定スクロール部材２の外周にガスおよび油を流す複数個
の流通溝２ｒを設ける。そして、そのうちの一個にはモータ線１９ｎを通す。前記周囲溝
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２ｃに背面側導通路２βと弁穴２ｆ（図７）を開け弁シール面または弁シール線２ｊを設
ける。そして、この弁穴２ｆの側面と吸込室６０と通じる連通溝２δをつなぐ吸込側導通
路２αを設ける。図７に示すように、この弁穴２ｆに板状の弁体１００ａと差圧弁ばね１
００ｃを入れ、ばね位置決め突起１００ｈに前記差圧弁ばね１００ｃの一端を挿入した状
態で弁キャップ１００ｆを前記弁穴２ｆよりも直径の大きい弁キャップ挿入部２ｋに圧入
し、差圧制御弁１００を形成する。このとき、前記差圧弁ばね１００ｃは圧縮され、前記
弁体１００ａを前記弁シール面２ｊに押し付ける。この押付力は過吸込圧値を決定するた
め、これを決める寸法である前記弁穴２ｆの深さと前記キャップ挿入部２ｋの深さと前記
弁体１００ａの厚さと前記差圧弁ばね１００ｃのばね定数及び自然長は精度良く管理しな
ければならない。特に前記差圧弁ばね１００ｃの端部をばねの中心軸に概略垂直な面に仕
上げておくことが必要である。そうでないと、ばね１００ｃを圧縮したときに座屈が起こ
り、過吸込圧値が異常に小さくなって、前記旋回スクロール部材３が前記固定スクロール
部材２から離脱し正常な運転が不可能となる。また、前記弁キャップ１００ｆの外径を前
記弁キャップ挿入部２ｋの径よりも小さくし押付力が正規の値になるところでこの弁キャ
ップ１００ｆを拡管して止める方法もある。この時の押付力は、前記背面側導通路２βに
棒を挿入して前記弁体１００ａに一端を付け、その棒が受ける力を検出する方法をとる。
この方法の場合には、上記した各部の寸法やばね定数の値を精度良く管理する必要が無く
なるため量産性が向上するという効果がある。これら二通りの方法とも組み立て完了時に
は、前記弁キャップ１００ｆの外周部と前記弁キャップ挿入部２ｋの内周部の間は完全に
シールされていなければならない（差圧弁ばね１００Ｃの反対側は吐出空間であり、この
ばねがある空間の圧力よりも高いから）。このシールを完全なものにするために、接着や
溶接を行ってもよい。ここで、前記ばね位置決め突起１００ｈの根元よりも先端の径を小
さくしたテーパ形状にしてもよい。この場合、前記差圧弁ばね１００ｃの端部が前記ばね
位置決め突起１００ｈの根元のみで固定されるため、ばねの可動部は前記位置決め突起１
００ｈと接触せず、ばねの自然長がばね単体時の自然長のまま確保される。よって、過吸
込圧値の設定値からの誤差を小さく抑えることができるという特有の効果がある。
【００２３】
　フレーム４は、外周部に前記固定スクロール部材２を取り付ける固定取付け面４ｂ、そ
の内側に旋回はさみ込み面４ｄが設けられ、そのはさみ込み面４ｄには一個または複数個
のはさみ込み面溝４αが設けられる。そのさらに内側には、オルダムリング５をフレーム
４と旋回スクロール部材３の間に配置するため、フレームオルダム溝４ｅ、４ｆ（ともに
図示せず）を設ける。また、中央部には軸シール４ａと主軸受４ｍを設け、そのスクロー
ル側にシャフトを受けるシャフトスラスト面４ｃを設ける。そしてその軸シール４ａと主
軸受４ｍの間に油保持空間４ｎが開口している。外周面にはガスおよび油の流路となる複
数の流通溝４ｈが設けられる。そして、そのうちの一個にはモータ線１９ｎを通す。また
、前記固定取付け面４ｂと反対側の外周部にフレームオイルリング４４を設ける。
【００２４】
　オルダムリング５は、その一面にフレーム突起部５ａ、５ｂ（ともに図示せず）が設け
られ、もう一方の面には旋回突起部５ｃ、５ｄが設けられる。
【００２５】
　シャフト１２は、図１に示すように、その内部にシャフト給油孔１２ａと主軸受給油孔
１２ｂと軸シール給油孔１２ｃと副軸受給油孔１２ｉが設けられる。また、その上部には
径の拡大したバランス保持部１２ｈがあり、そこにシャフトバランス４９が圧入される。
さらに偏心部１２ｆが設けられる。
【００２６】
　ロータ１５は、積層鋼板１５ａに未着磁の永久磁石１５ｂを内蔵し、両端にロータバラ
ンス１５ｃ、１５ｐを設ける。
【００２７】
　ステータ１６は、積層鋼板１６ａの外周部に圧縮性ガスや油の流路となる複数のステー
タ溝１６ｃを設け、内部にコイル貫通穴１６ｖが開いている。ここにコイル１６ｗが通り
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、コイルの折り返し部である副軸受側コイルエンド部１６ｘと主軸受側コイルエンド部１
６ｙが前記ステータ１６の両側に配される。さらに、前記積層鋼板１６ｂの内部で前記コ
イル貫通穴１６ｖより外周部に貫通したステータ穴１６ｍを開ける。このステータ穴１６
ｍを前記コイル貫通穴１６ｖより内側に設けると、前記ロータ１５と前記ステータ１６間
の磁束密度が大幅に低下しモータ効率を低下させるからである。
【００２８】
　これらの構成要素を以下のように組み立てる。まず、前記フレーム４の主軸受４ａに前
記シャフトバランス４９が圧入または接着または焼きばめされた前記シャフト１２を挿入
し、前記ロータ１５を圧入または焼きばめする。さらに、前記オルダムリング５を、前記
フレームオルダム溝４ｆ、４ｅに前記オルダムリング５のフレーム突起部５ａ、５ｂ（と
もに図示せず）を挿入して、前記フレーム４に装着する。さらに、前記旋回スクロール部
材３を、その旋回オルダム溝３ｇ、３ｈに前記オルダムリング５の旋回突起部５ｃ、５ｄ
を挿入し、旋回軸受３ｗに前記シャフト１２の前記偏心部１２ｆを挿入しながら、旋回は
さみこみ面４ｄ上に装着する。この旋回スクロール部材３に前記固定スクロール部材２を
噛み合わせ、前記シャフト１２を廻しながら回転トルクが最小になるかある基準値以下に
なる位置でラップ固定ねじ５３により前記フレーム４に前記固定スクロール部材２を固定
する。この方法によると、最適な位置から大きくは外れないが、高精度に最適な位置に固
定することは困難である。この時、前記旋回スクロール部材３の前記鏡板３ａの厚さが前
記旋回はさみこみ面４ｄと非旋回基準面２ｕの間隔よりも５～２０μｍ程小さくなるよう
にし、前記旋回スクロール部材３と前記固定スクロール部材２の軸線方向における最大離
間距離を規定する。そこで、次に示すような方法を用いて、固定スクロール部材２を前記
フレーム４に一段高い精度で取付けることもできる。図２、３に示すように、固定スクロ
ール部材２の外周部に位置精度及び寸法精度の高い位置決め穴２ｐを２個開け、それと対
応するフレームの位置に同様に高精度の位置決め穴（図示せず）を設ける。そのフレーム
側の穴に位置決めピンを前記固定取付け面４ｂ側に突出した状態で圧入する。この位置決
めピンに前記位置決め穴２ｐを挿入し、固定スクロール部材２を高精度に前記フレーム４
に取り付ける。これは、各部品の加工精度に依存した組立て法であるため、部品が高精度
に加工されていないと逆に組立て精度を低下させてしまう危険性がある。よって、部品を
高精度に保つことができる場合のみ有効な方法である。逆に、まえに述べた組立て法は、
部品精度があまり高くない場合でも、一定のレベルの組立て精度を確保できることから、
量産性が高い方法であるといえる。この時に、前記旋回スクロール部材３の背面に背面過
吸込圧領域９９が形成される。次に、あらかじめ前記ステータ１６を焼きばめまたは圧入
または接着するとともに中央部の中央穴１８ｃと下部の下部流路穴１８ａを有しオイルリ
ングを溶接した軸受支持板１８を溶接または圧入した円筒ケーシング３１に、上記の組立
て部を挿入し前記フレーム４または前記固定スクロール部材２の側面にタック溶接を行な
う。ここで、図１１に示すように、この下部流路口１８ａの最高点の高さを前記ステータ
１６のロータが挿入される中央の穴の最低点（図中のステータの内径高さ）よりも低く設
定する。また、タック溶接の代わりに接着を行ってもよい。この時には、溶接による組立
て部および前記円筒ケーシング３１の変形が無くなるため性能が向上する。これにより、
前記ロータ１５と前記ステータ１６によってモータ１９を形成し、前記軸受支持板１８と
前記フレーム４の間にモータ室６２を形成する。次に前記軸受支持板１８の前記中央穴１
８ｃから出た前記シャフト１２の一端が軸受ハウジング７０に装着した球面軸受７２の円
筒穴に挿入されるように前記軸受ハウジング７０を組み込み、前記シャフト１２の回転ト
ルクを検出しながら軸受ハウジング７０の位置を調整してその回転トルクが最小になるか
ある基準値以下になる位置で前記軸受ハウジング７０を前記軸受支持板１８にスポット溶
接する。そして、曲がった給油管７１を溶接した給油キャップ９０を前記軸受ハウジング
７０に挿入したうえでシール７３を挟んで前記軸受ハウジング７０にスポット溶接する。
ここで、前記シール７３を挟み込まずにシールが行われるよう、シール面の表面粗さ精度
を上げ、このシール面の押付力を増大させてもよい。また、接着してもよい。これらによ
り、シールが不要となり、部品点数が低減する。その後、給油管７１の先端近くに、マグ
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ネット８９を設ける。一方、複数の金網４５ａを積層保持部４５ｂにより積層して多孔性
体となる油滴除去部４５を形成し、これを取付部４５ｆにより底ケーシング２１に固定す
る。その底ケーシング２１の上部には、吐出パイプ５５が溶接されている。そして、前記
円筒ケーシング３１にその底ケーシング２１を溶接し、貯油室８０を形成する。この時前
記油滴除去部４５と前記軸受支持板１８の間に隙間が無いような位置まで前記底ケーシン
グ２１を前記円筒ケーシング３１の内部に挿入する。次に、前記円筒ケーシング３１に前
記ハーメチック端子２２と吸込パイプ取付管３７を上部に溶接した上ケーシング２０を前
記ハーメチック端子２２の内部側端子に前記モータ線１９ｎを装着して溶接し、前記吸込
みパイプ５４を前記吸込パイプ取付管３７に挿入してその隙間をろう付けして、固定背面
室６１を形成する。この状態で、前記ステータ１６に電流を流し、前記ロータ１５内部の
永久磁石１５ｂを着磁し、モータ１９を形成する。その後、油を入れる。前記固定背面室
６１と前記モータ室６２の間を仕切る前記フレーム４及び固定スクロール部材２のの下部
には、前記流通溝４ｈ、２ｒが存在することと、前記モータ室６２と前記貯油室８０の下
部には、前記下部流通口１８ａが存在するため、前記固定背面室６１や前記モータ室６２
及び前記貯油室８０ａの下部に貯蔵油６９が溜まる。よって、これら３室は油貯蔵室の役
割を有する。
【００２９】
　次に動作を説明する。まず、圧縮機起動直後の動作を説明する。
【００３０】
　前記モータ１９を回転開始させることにより、前記シャフト１２が回転し前記旋回スク
ロール部材３が旋回運動を始める。ここで、この旋回スクロール部材３の旋回半径は、ス
クロールラップ形状から幾何学的に決まる大きさよりも小さく設定する。これは、前記ス
クロールラップ２ｂ、３ｂの形状には必ず加工誤差があるため、小さく設定しないとラッ
プの側面が圧接してしまい、摩擦ロスの増大や磨耗の進行、さらには最悪の場合、側面が
かじりを起こして凝着を起こしたり、ラップが破壊したりして、運転不能に陥ることがあ
るからである。ここで、前記オルダムリング５があるために前記旋回スクロール部材３の
自転が防止される。この動作により、両スクロールラップ２ｂ、３ｂが噛み合う領域の外
周部に形成される吸込室６０内のガスが両スクロール部材の間に形成される前記圧縮室６
に概略閉じ込められ圧縮されて前記圧縮動作口２ｄから前記固定背面室６１に吐出され始
める。ところで、図７で示すように、前記旋回スクロール部材３の前記鏡板３ａの厚さが
前記旋回はさみこみ面４ｄと非旋回基準面２ｕの間隔よりも５～７０μｍ程小さくなるよ
うにし、前記旋回スクロール部材３と前記固定スクロール部材２の軸線方向における最大
離間距離を規定している。このため、圧縮機起動直後は、前記旋回スクロール部材３は前
記圧縮室６内のガスによる引離し力で前記固定スクロール部材２から引離され、前記フレ
ーム４側に前記した距離だけ移動する。よって、鏡板３ａの反ラップ側と前記旋回挟み込
み面４ｄが摺動し、鏡板３ａのラップ側と前記非旋回基準面２ｕの間には前記した最大離
間距離だけの隙間が形成される。同時に、ラップの歯先と歯底間の隙間も同程度となるた
め、内部漏れが大きく高効率な運転はできないが、５～７０μｍ程度の最大離間距離であ
れば、モータ回転数を起動直後に許容できる最高値程度まで上昇させることにより内部漏
れを抑制し、吸込圧を十分に下げるかまたは吐出圧を十分に上昇させることができる。前
記圧縮動作口２ｄから前記固定背面室６１に吐出されたガスは前記固定スクロール部材２
および前記フレーム４の外周にある流通溝２ｒおよび４ｈを通って前記モータ室６２の前
記モータ１９と前記フレーム４の間の空間にも流入する。そのガスは、さらに前記ステー
タ溝１６ｃや前記ロータ１５と前記ステータ１６の間のギャップを通って、前記モータ室
６２の前記軸受支持板１８側まで達する。ここまで広まった圧縮ガスは、行き場を失って
しまうために、溜まり始め、圧力が上昇してくる。この圧力上昇は、前記モータ室６２及
び前記固定背面室６１の下部に溜まっている貯蔵油６９を下向きに押す。この結果、前記
貯蔵油６９が前記下部流路口１８ａを通って前記貯油室８０に流入し貯油室側の油面を上
昇させる。そして、前記モータ室６２の油面が前記下部流路口１８ａの最高点の高さまで
くると、前記下部流路口１８ａが流路となって前記モータ室６２から前記貯油室８０へガ
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スが流入する。この時、ガスは貯油室内に集められた前記貯蔵油６９の下方より吹き出さ
れその中を気泡となって上昇する。ここで、前記下部流路口１８ａの最高点の高さを前記
ステータ１６のロータが挿入される中央の穴の最低点よりも低く設定しているために、前
記モータ室６２の油面は前記ロータ１５より低くなり、そこの貯蔵油６９を高速で回転す
る前記ロータ１５がかき回して細かい油滴を形成することが無くなり、ガスの油含有率を
低減することができる。ところで、このモータ室６２側の油面の高さを前記ロータ１５が
ぎりぎりにかからない高さとなるように前記下部流路口１８ａの設定高さを決めると、前
記ロータの回転により生じるガスの流れで油面から油滴が発生し、ガス内の油滴の含有率
はあまり低下しない。よって、モータ室６２側の油面は、少なくともロータの回転により
生じるガス流がロータ表面速度の半分程度まで低下する位置まで下げると良い。以上より
、前記モータ室６２の油面を前記ロータ１５へかかることなく、多量の貯蔵油を小形の圧
縮機内部に蓄えることが可能となるため、油切れの可能性が低く高信頼性となる横置き圧
縮機を小形で実現できるという本実施例特有の効果がある。この前記貯油室８０の貯蔵油
６９の表面まで上昇したガスは、多孔性体からなる前記油滴除去部４５を通過した後、前
記吐出パイプ５５で形成される吐出口から圧縮機外部に吐出される。圧縮機起動直後の前
記背面過吸込圧領域９９の圧力は、前記したように前記フレーム４の前記挟み込み面溝４
αと鏡板３ａのラップ側と前記非旋回基準面２ｕの隙間により、吸込圧に近い圧力となっ
ている。前記背面過吸込圧領域９９の前記圧力とほぼ吐出圧に近い前記貯油室内８０との
差圧等により前記貯油室８０の油は前記給油管７１から前記給油キャップ９０内にはいり
、そこで毛細管現象や遠心力により前記球面軸受７２の球面側の軸受部に供給される。さ
らに、断面積が大きいために流路抵抗のほとんど無い前記シャフト給油孔１２ａに入り、
一部は遠心力が加わる事により前記副軸受給油孔１２ｉを通って前記球面軸受７２の中心
穴側の軸受部に供給され、他の一部は同様に遠心力が加わることにより前記軸シール給油
穴１２ｃを通って前記軸シール４ａに供給され、その他の一部は遠心力により前記主軸受
給油孔１２ｂを通って前記主軸受４ｍに供給され、残りは旋回スクロール部材３の背面中
央部に達した後前記と同様の差圧と遠心力により前記旋回軸受３ｗに供給される。この結
果、前記旋回スクロール部材３背面の中央部に吐出圧のかかる背面吐出圧領域９５を形成
する。前記主軸受４ｍ及び前記旋回軸受３ｗに給油された油はそこの摩擦で温度上昇した
後に前記背面過吸込圧領域９９へ入る。この時、軸受部における油の平均圧力は前記背面
過吸込圧領域９９の圧力よりも前記貯油室８０側の圧力に近い高圧であるため、前記背面
過吸込圧領域９９に吹き出す。この結果、軸受部の摩擦による温度上昇と圧力の急激な低
下により、油のガス成分の溶解度が低下し、油に溶け込んでいたガス成分が一気に気化す
る。この時に気化熱を周囲から奪うので、この付近の温度レベルを低く抑えるため前記主
軸受４ｍや前記旋回軸受３ｗの信頼性が向上するという特有の効果がある。また、このガ
ス成分の気化により、油は細かい油滴になるため、ガスの流れに乗って移動し易くなる。
後記するが、この後ガスは前記旋回スクロール部材３側に向かうため、油もその向きに流
れることになる。前記主軸受４ｍや前記旋回軸受３ｗから前記旋回スクロール部材３へ向
かう経路の途中には前記オルダムリング５があるため、前記オルダムリング５の摺動部に
油滴が確実に供給される。よって、オルダムリング摺動部の信頼性が向上するという特有
の効果もある。この結果、前記背面過吸込圧領域９９へ流入するガス量が圧縮機起動直後
に急激に増大する。このガスは、図７に示すように、油とともに、前記挟み込み面溝４α
及び鏡板３ａのラップ側と前記非旋回基準面２ｕの隙間を通って前記吸込室６０に流入す
る。そして、この中の油は、軸方向に若干隙間を有する圧縮室６内に流れ込み、そこのシ
ール性を向上させて圧縮室の内部漏れを低減し吐出圧の上昇を促進するという効果を発揮
した後、ガスとともに前記圧縮動作口２ｄより前記固定背面室６１に出る。また、鏡板３
ａのラップ側と前記非旋回基準面２ｕの隙間が小さいことと流れる流体中の油量が多く部
分的にシール部を形成するため、前記背面過吸込圧領域９９へ流入するガス及び油量に比
較して流出するガス及び油量が少なく、前記背面過吸込圧領域９９の圧力が急激に上昇す
る。この結果、吐出圧の上昇に伴う前記背面吐出圧領域９５内の圧力上昇の寄与とともに
、前記旋回スクロール部材３を前記固定スクロール部材２に押し付ける力である引付力が
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急激に増大し、圧縮機起動のほぼ直後もしくは非常に短時間で引付力の大きさが引離し力
の大きさ以上となり、前記旋回スクロール部材３は前記固定スクロール部材２に押し付け
られる。この結果、スクロールラップの歯先と歯底間の隙間が小さくなるために、前記圧
縮室６の密閉性が向上して、圧縮途中のガスの内部漏れ量が低減し、起動直後に比較して
性能が飛躍的に向上し、正規の運転状態に移行する。ところで、圧縮室６を形成するとき
にシール面となる前記スクロール部材２、３の面に、圧接して摺動すると削れるなじみ性
を有する表面皮膜を形成すると、前記両スクロール部材２、３を押し付けた時にスクロー
ルラップの歯先と歯底間の隙間がほぼ無くなるため、前記圧縮室６の密閉性が一層向上し
て、圧縮途中のガスの内部漏れ量が一層低減し、起動直後に比較して性能が一層飛躍的に
向上し、正規の運転状態に移行する。このなじみ性皮膜は一方のスクロール部材のみに設
けても効果がある。
【００３１】
　次に、前記旋回スクロール部材３が前記固定スクロール部材２に押し付けられた正規の
運転時の動作を説明する。
【００３２】
　前記背面過吸込圧領域９９に流入したガス及び油の全てが前記吸込み室６０へ直接流れ
込まない点以外は、圧縮機起動直後と同様であるため、この部分のみを図７や図８を主に
用いて説明する。前記背面過吸込圧領域９９に流入したガス及び油は、前記はさみ込み面
溝４α及び前記鏡板３ａの反ラップ面と前記旋回挟み込み面４ｄの隙間を通って、前記鏡
板３ａの側面と前記フレーム４の間の空間である旋回側面領域６７に入る。このうちの一
部は、前記鏡板３ａのラップ側と前記非旋回基準面２ｕの両摺動面を潤滑しながら前記吸
込み室６０に流入する。前記旋回側面領域６７と前記背面過吸込圧領域９９の間の流路抵
抗は小さいため、この旋回側面領域６７の圧力は前記背面過吸込圧領域９９の圧力にほぼ
等しい。図８からわかるように、前記周囲溝２ｃは常にこの旋回側面領域６７と通じてい
るため、この周囲溝２ｃ内の圧力は、前記背面過吸込圧領域９９の圧力となり、前記背面
側導通路２βを経由して前記差圧制御弁１００の前記弁体１００ａのフレーム側の面には
前記背面過吸込圧領域９９の圧力がかかる。前記弁体１００ａの反対面側の空間は、前記
吸込側導通路２αにより吸込圧である前記吸込室６０と通じているため、前記背面過吸込
圧領域９９の圧力が、吸込圧よりも前記差圧弁ばね１００ｃの押付力に対応した一定値で
ある過吸込圧値よりも高くなると、前記弁体１００ａが前記差圧弁ばね１００ｃ側に動く
。この結果、前記旋回側面領域６７内のガス及び油のうちで摺動面を経由して前記吸込み
室６０に流入したもの以外は、前記背面側導通路２β、前記弁体１００ｃと前記弁シール
面または弁シール線２ｊの隙間、前記弁体１００ｃの側面、前記弁穴２ｆ、前記吸込側導
通路２αを順次経由して、前記吸込室６０に流入する。そして、圧縮室６内のガスと混ざ
って圧縮室６のシール性を向上させながらラップ中央に移送され前記圧縮動作口２ｄから
吐出する。この結果、前記圧縮動作口２ｄより出た圧縮ガス中には、軸受に給油された油
が全量含有することになる。このようにして、前記背面過吸込圧領域９９の圧力は、吸込
圧よりも前記差圧弁ばね１００ｃの押付力に対応した一定値だけ高い圧力に制御される。
つまり、前記過吸込圧領域９９の圧力は以下のように概略制御される。
【００３３】
　Ａ（過吸込圧値）をある定数として、
　（背面過吸込圧領域９９の圧力）≒（吸込圧＋Ａ）
　これにより、要求される全運転範囲で旋回スクロール部材３を固定スクロール部材２に
押し付けるとともに、広い運転条件範囲で引付力から引離し力を引いた付勢力を小さくし
、摺動損失の小さい高性能な圧縮機を実現できるという効果がある。ところで、この前記
背面過吸込圧領域９９を経由するガスは、圧縮機の中で吐出系から圧縮途中の前記中間圧
力室６８へ短絡する流れであり、スクロールラップにおける内部漏れと結果的には同様の
ものであるため、極力少なくすることが必要である。ここでは前記吐出背面間流路１０２
の絞り流路である軸受隙間があることから、この流量は非常に小さく、圧縮機の性能低下
は生じない。
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【００３４】
　ここで、前記圧縮動作口２ｄから出るガス中には上記したように前記旋回軸受３ｗ及び
前記主軸受４ｍに給油された油を全て含むため、例えば、吐出圧と前記背面過吸込圧領域
９９の圧力の差が大きい運転ほど、前記圧縮動作口２ｄから出る圧縮ガス中の油の量は増
大する。また、前記旋回スクロール部材３の回転速度が小さい運転ほど、単位時間当たり
の圧縮ガスの量が少なくなるが、軸受給油量は同じであるため、前記圧縮動作口２ｄから
出るガスの油含有率が増大する。次にこのガスは流通溝２ｒ、４ｈを通って、前記モータ
室６２に入る。この時、前記フレームオイルリング４４や前記主軸受側コイルエンド部１
６ｙにより、主たる流れは前記ロータ１５側へは向かわず、前記ステータ溝１６ｃや前記
ステータ穴１６ｍを通る流れとなる。この流れによって前記ステータ１６の前記積層鋼板
１６ａを通過したガスの主たる流れは、前記副軸受側コイルエンド部１６ｘによって、前
記ロータ１５側へは向かわず、前記軸受支持板１８の方へ抜ける。そして、下方の前記下
部流路口１８ａへ向かうが、この流れは前記オイルリング４６によって前記ロータ１５に
近づかない。この前記ステータ１６をガスが通ったことにより、高温となっているステー
タの前記コイル１６ｗ及び前記積層鋼板１６ａを冷却できるため、モータ効率が向上する
という特有の効果がある。ここでは、前記ステータ１６の前記コイルエンド部１６ｘ、１
６ｙ等の多孔性体の中及び近くを通る際に、油滴の慣性により油がコイルエンド部に衝突
してそこに付着しこれが大きな油の固まりとなって下部の前記貯蔵油６９に落下するかま
たは静止部を伝って流入し、油の含有率が低減するという特有の効果がある。また、前記
コイルエンド部１６ｘ、１６ｙや前記オイルリング４６により、高速で回転する前記ロー
タ１５にガスの主たる流れが接近しないため、前記ロータ１５に接触する油滴が非常に少
なく、細かい油滴がほとんど発生しないため、コイルエンド部等の多孔性体によるガスか
らの油分離効率が向上するという特有の効果がある。前記下部流路口１８ａまで達したガ
スの油含有率は以上に記した手段によりかなり低減しているが、そのガスを前記下部流路
口１８ａから前記貯油室８０の前記貯蔵油６９の下部から吹き込むことによりさらに油の
含有率が低減するという効果がある。この吹き込んだガスは前記貯蔵油６９中を気泡とな
って上昇する。気泡の周囲全域は油であるため、気泡中の油滴が周囲の油と接触する確率
は非常に高くなる。さらに、前記貯蔵油６９中の気泡の上昇は、油の粘性のために圧縮機
内の他の箇所におけるガス流速と比較して非常に小さい速度となるため、気泡中の油滴が
周囲の油と接触できる時間が長く、気泡中の油滴が周囲の油と接触する確率は一層高くな
る。周囲の油に接触した油滴は、油の表面張力によって表面積を小さくする作用が働く結
果、小さな油滴は気泡周囲の油に吸込まれる。このような作用により前記した効果が出て
くる。この油含有率低減作用は、気泡中の油滴の大きさによらないため、従来技術で上げ
た多孔性体で取り除くことが困難であった、粒径の小さい油滴も効果的に除去できる。し
かし、ガスの気泡が前記貯蔵油６９の油面に達すると、気泡が潰れる結果、新たな油滴が
発生する。ただ、気泡の上昇速度は非常に遅いため、この時に発生する油滴の粒はかなり
大きい。このため、前記貯蔵油から出てきたガスには大きな油滴のみが含有するが、この
ガスは多孔性体である前記油滴除去部４５を通過するため、前記した理由により、大きな
油滴を高い確率で取り除くことができる。この結果、油の含有率を大幅に低減させたガス
を圧縮機から吐出できる効果がある。また、前記固定スクロール部材２の鏡板２ａには、
４個のバイパス穴２ｅが設けられている。これら各々のバイパス穴２ｅのバイパス弁シー
ル面２λを覆う位置に弁部がくるように前記バイパス弁板２３ｘを位置決めし、リテーナ
２３ａとともにバイパスネジ２３ｈで固定し、前記バイパス弁２３を形成する。これによ
り、これらのバイパス弁２３は、前記圧縮室６の圧力が吐出系の一部である前記固定背面
室６１の圧力よりも大きくなると開くことになる。前記固定背面室６１の圧力は吐出圧で
あるから、このバイパス弁は、前記圧縮室６の圧力が吐出圧よりも高いときに前記圧縮室
６と前記吐出系を連通する作用を有する。実際には、前記バイパス弁シール面２λにおけ
る圧力分布やそこにある油の表面張力等により、このバイパス弁２３が開口するタイミン
グはわずかにずれる。このようにして、前記旋回スクロール部材３の引付力付加手段とし
て、前記過吸込圧領域９９を旋回背面に設け、前記バイパス弁２３を設けたため、過吸込
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圧値を小さく設定でき、広い運転範囲で付勢力を小さく設定できる。この結果、全断熱効
率や信頼性を広い運転範囲で高くできるという特有の効果が有る。ところで、図５で示し
たように、前記圧縮室６と前記固定背面室６１を常につなぐように前記バイパス穴２ｅを
四個設けたため、どのようなタイミングで液圧縮が生じようとしても圧力が極端に上がる
前に前記バイパス弁が開いて流体は前記固定背面室６１に排出される。この結果、ラップ
の損傷の危険性を回避し、信頼性を向上できるという特有の効果がある。また、極端に圧
力比の小さいポンプ運転に近い場合でも過圧縮を抑制できるため、低圧力比側の広い運転
条件範囲で全断熱効率を高くできるという効果がある。
【００３５】
　ここで、この圧縮機の起動時に、前記吸込パイプ５４と連結する配管系や前記吐出パイ
プ５５と連結する配管系の両方または各一方を絞る動作を行うシステムを設けるか作業者
に行わせれば、吸込圧の低下または吐出圧の上昇を一層確実に実現できる。この結果、前
記旋回スクロール部材３を前記固定スクロール部材２に押し付ける正規の運転に一層短時
間で移行できるという効果が出てくる。
【実施例２】
【００３６】
　次に、第二の実施例に基づいて説明する。軸受支持板１８の下部流路口１８ａの最高点
の位置を中央に設定した以外は前記第一の実施例と同様であるので、その他の部分の構造
及び動作及び効果の説明は省略する。第一の実施例では、前記下部流路口１８ａの上辺が
水平であるため、前記貯蔵油６９内へガスが吹き出す可能性のある位置が上辺全体となる
。このため、前記下部流路口１８ａ上辺の近接した複数の場所で気泡が形成されはじめた
場合、気泡の成長過程で気泡が合体する。仮に、この合体のタイミングが各々の気泡単独
ではぎりぎりで前記下部流路口１８ａの上辺から離脱できない大きさであった場合を考え
る。この時に合体して形成された気泡の大きさは、合体せずに単独の成長による気泡では
形成不可能な大きさになる。気泡が大きいと、気泡の体積に対する表面積の割合が小さく
なるため、気泡中の油滴が周囲の油と接触する確率は低くなる。さらに、前記貯蔵油６９
中の気泡の上昇は、気泡の浮力から重力を引いた力で促進され、油の粘性力で抑制される
。前者の力は概略的に気泡の体積に比例し、後者の力は概略的に気泡の表面積に比例する
。気泡が大きいと、気泡の体積に対する表面積の割合が小さくなるため、気泡の上昇速度
は大きくなり、気泡中の油滴が周囲の油と接触できる時間が短くなる。以上の二点から、
気泡が大きいと、油の含有率の低減効果が小さくなってしまった。これに対し、本実施例
では、気泡の発生できる場所は前記下部流路口１８ａの上辺の中央の一箇所と決まるため
、第一の実施例の問題が無くなる。この結果、吐出ガス中の油の含有率を一層大幅に低減
させたガスを圧縮機から吐出できる効果がある。また、前記第一の実施例では、前記油滴
除去部４５は、図９及び図１０に示すように、中央部のみに多孔体があるので、圧縮機の
取付け姿勢が圧縮機の円筒軸を中心に回転していると、前記貯蔵油６９の中央から外れた
箇所を気泡が上昇し中央から外れた油面部で油滴が生じるため、この油滴は多孔体を通ら
ずに前記油滴除去部４５の傍をすり抜けて吐出口に至ってしまう可能性が高い。これに対
し、本実施例では、前記貯蔵油６９の中央寄りを気泡が上昇するため、第一の実施例の問
題が無くなる。この結果、油の含有率を一層大幅に低減させたガスを圧縮機から吐出でき
るという効果がある。
【実施例３】
【００３７】
　次に、第三の実施例を図１３の軸受支持板のモータ室側からの平面図に基づいて説明す
る。軸受支持板１８の下部流路口１８ａの上辺を鋸歯状にした以外は前記第一の実施例と
同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。
【００３８】
　本実施例では、前記下部流路口１８ａ上辺の鋸歯状の山になった箇所で気泡が形成され
る。この結果、第一の実施例で問題となった気泡の合体は生じなくなるため、吐出ガス中
の油の含有率を一層大幅に低減させたガスを圧縮機から吐出できる効果がある。しかし、
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この鋸歯の周期間隔を前記下部流路口１８ａの上辺で成長できる気泡の直径よりも小さく
取ると、合体が起こるため、少なくともそれ以上の間隔で鋸歯を形成しなければいけない
。また、気泡が前記貯蔵油６９中を上昇する時に、前記貯蔵油６９の流れに影響されてま
っすぐに上昇しないことから、鋸歯の周期間隔は前記下部流路口１８ａの上辺で成長でき
る気泡の直径よりも前記貯蔵油６９の流れによる左右の揺れ幅だけ大きくした方が良い。
また、両側の山を取ったので、前記貯蔵油６９の中央寄りを気泡が上昇し中央寄りの油面
部で油滴が生じるため、この油滴は大部分が前記油滴除去部４５の多孔体を通る。この結
果、油の含有率を一層大幅に低減させたガスを圧縮機から吐出できるという効果がある。
【実施例４】
【００３９】
　次に、第四の実施例を図１４の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）に
基づいて説明する。油滴除去部４５を傾斜させた以外は前記第一ないし第三の実施例と同
様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。
【００４０】
　油滴除去部４５に傾斜がない例えば第一の実施例の場合には、前記金網４５ａに付着し
た油滴はある程度溜まって合体し、その一部が前記積層保持部４５ｂまで広がる。そして
、それに吸着された油がまた溜まることで合体し、その一部が前記底ケーシング２１まで
広がって、重力により、前記貯蔵油６９に戻る。このように、前記油滴除去部４５に付着
している時間が長いため、一旦捕獲された油滴が通過するガスの流れによって再び、ガス
中に戻る場合があった。本実施例では、前記油滴除去部４５が傾斜しているため、その金
網４５ａで捕獲された油滴は重力により迅速に前記底ケーシング２１方向へ流れ、油滴除
去部４５の取付け部を伝って前記底ケーシング２１の表面まで流れ下る。よって、上記し
たような、一旦捕獲した油滴が再びガス中に戻ることは無くなるため、油の含有率を大幅
に低減させたガスを圧縮機から吐出できる効果がある。本実施例では、油滴除去部４５を
前記底ケーシング２１側に傾斜しているが、前記軸受支持板１８側に傾斜していても良い
。またこの時に、前記油滴除去部４５を前記軸受支持板１８に固定してもよい。
【実施例５】
【００４１】
　次に、第五の実施例を図１５の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）と
図１６のガスカバーの組立て斜視図と図１７のガスカバーの貯油室側からの平面図に基づ
いて説明する。軸受支持板１８に油滴除去部４５を装着したガスカバー８８を設けた以外
は第一ないし第四の実施例と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説
明は省略する。
【００４２】
　ガスカバー８８は、円環カバー８８ｄの内部に油滴除去部４５を固定したうえで、前記
ベースプレート８８ｃにろう付けまたは接着または溶接し、内部にガス抜き通路８８ａを
形成する。この時、固定する場所を決めるために中央つば８８ｇと外周つめ８８ｆを設け
ている。この結果、前記貯油室６９のガスの流路は前記ガスカバー８８内の前記ガス抜き
通路８８ａとなるため、前記給油パイプ７１にガスの気泡が進入する危険性は非常に低く
なる。この結果、モータ室に貯まったガスは前記下部流通口１８ａから前記ガス抜き通路
８８ａを通った時に、その後前記油滴除去部４５を通り、吐出パイプ５５に至る。この経
路により、前記実施例で記したように、吐出ガス中の油の含有率を大幅に低減させたガス
を圧縮機から吐出できる効果がある。なお、この実施例では、前記油滴除去部４５を水平
に設定しているが、これを斜めにすると第四の実施例と同様の効果がある。ここで、貯油
室８０に流入するガスの向きは、前記通路開口部８８ｂが前記ガスカバーの側面に開口し
ているため、底ケーシング２１の側面に衝突後、前記吐出パイプ５５の方へ向かう。この
結果、底ケーシング２１との衝突によりガス中の油滴の含有率が一層低下するという特有
の効果がある。
【実施例６】
【００４３】
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　次に、第六の実施例を図１８の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）と
図１９の軸受支持板のモータ室側からの平面図に基づいて説明する。軸受支持板１８の上
部に上部流路口１８ｂを設けた以外は前記第四の実施例と同様であるので、その他の部分
の構造及び動作及び効果の説明は省略する。
【００４４】
　前記上部流路口１８ｂにより、前記モータ室６２から前記貯油室８０のガス域へ抜ける
流路が形成される。この時は、この上部流路口１８ｂの流路抵抗をわずかに付けて、前記
貯油室８０の圧力を前記モータ室６２の圧力よりもわずかに低くしこの圧力差で油を前記
貯油室８０に貯蔵する。この結果、非常に大流量の運転時に、前記上部流路口１８ｂが無
い場合には油中の気泡が油面にきて潰れる時の油の泡立ちが激しくなって前記油滴除去部
４５で捕獲できない量の油が出るが、本実施例では、油中を通るガス量が少ないため、油
面での泡立ちによる油滴の発生が大幅に少なくなり、吐出ガス中の油の含有率を大幅に低
減させたガスを圧縮機から吐出できる効果がある。ここで、前記上部流路口１８ｂは、図
１８で示すように、中心に一個ではなくて、二個でもまたは三個でもよい。
【実施例７】
【００４５】
　次に、第七の実施例を図２０の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）に
基づいて説明する。軸受支持板１８の上部に上部流路口１８ｂを設けた以外は前記第五の
実施例と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。前記
上部流路口１８ｂにより、前記モータ室６２から前記貯油室８０のガス域へ抜ける流路が
形成される。この時は、この上部流路口１８ｂの流路抵抗をわずかに付けて、前記貯油室
８０の圧力を前記モータ室６２の圧力よりもわずかに低くしこの圧力差で油を前記貯油室
８０に貯蔵する。この結果、非常に大流量の運転時に、前記上部流路口１８ｂが無い場合
には油中の気泡が油面にきて潰れる時の油の泡立ちが激しくなって前記油滴除去部４５で
捕獲できない量の油が出るが、本実施例では、油中を通るガス量が少ないため、油面での
泡立ちによる油滴の発生が大幅に少なくなり、吐出ガス中の油の含有率を大幅に低減させ
たガスを圧縮機から吐出できる効果がある。
【実施例８】
【００４６】
　次に、第八の実施例を図２１の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）に
基づいて説明する。軸受支持板１８の上部流路口１８ｂをガスカバー８８内に設けるため
に前記ベースプレート８８ｃの対応する位置に短絡開口部８８ｅを設ける以外は前記第七
の実施例と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。前
記上部流路口１８ｂをガスカバーの内部に開口したために、そこを通るガスが前記円環カ
バー８８ｄに衝突する。よって、ガスは大きな速度変化をし、そこに含まれる油滴に大き
な慣性力が働き、油は前記円環カバー８８ｄの内壁に付着する。この結果、油滴を除去さ
れなかった前記上部流路口１８ｂを通ってきたガスがここで油滴を除去されるため、油の
含有率を大幅に低減させたガスを圧縮機から吐出できるという効果がある。また、ガスが
前記円環カバー８８ｄに衝突する箇所に多孔体である壁面多孔体８８ｋを設ける実施例も
考えられる。この場合には、付着した油が再離脱しにくくなり、油滴の捕捉率が向上し、
ガス中の油の含有率が一層低減するという特有の効果がある。
【実施例９】
【００４７】
　次に、第九の実施例を図２２のガスカバーの組立て斜視図と図２３のガスカバーの貯油
室側からの平面図と図２４の油滴除去部の斜視図に基づいて説明する。前記上部流路口１
８ｂを通ってきたガスが前記円環カバー８８ｄと衝突する箇所が傾斜した傾斜部８８ｈと
なり、油滴除去部４５をガス抜き通路８８ａでガスの流れがほぼ垂直に上昇する位置に設
け、さらに油滴除去部４５の構造を変えた以外は前記第八の実施例と同様であるので、そ
の他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。
【００４８】
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　傾斜部の無い場合には、この衝突部の中心近くに付着した油が移動する駆動力は重力し
かないため、非常に小さく、油滴はほぼ付着したままとなる。よって、後に続くガスの衝
突により付着していた油を逆に再離脱させる危険性がある。本実施例では、衝突するガス
の流れ自体が、付着した油を下部に押し流す作用をもつため、前記円環カバー８８ｄに付
着した油はガス中に再離脱せず、吐出ガス中の油の含有率を大幅に低減させたガスを圧縮
機から吐出できる効果がある。また、前記油滴除去部４５のほぼ中央をガスが流れるため
、前記油滴除去部４５の周囲の隙間をガスが流れることが無くなり、油の含有率を大幅に
低減させることができる。また、二個所に油滴除去部が分かれたため、金網４５ａが小さ
くなりその端からそれを形成する針金が脱落する危険性が大きくなったが、これを回避す
るために、網押さえ４５ｃを用い、押さえつめ４５ｄで積層保持部４５ｂに固定配置した
。この結果、信頼性の向上した圧縮機を提供できるという効果がある。また通路開口部８
８ｂに多孔性体を設置してもよい。これにより、さらに一層油の含有率を大幅に低減させ
たガスを圧縮機から吐出できるという効果がある。
【実施例１０】
【００４９】
　次に、第十の実施例を図２５の油滴除去部の斜視図に基づいて説明する。油滴除去部４
５として、金網を積層する代わりに、多数の小孔４５ｅを設ける以外は前記第九の実施例
と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。構造が簡単
となるために、加工コストを低減できるという効果がある。
【実施例１１】
【００５０】
　次に、第十一の実施例を図２６の貯油室付近の縦断面図（図１におけるＳ部の拡大図）
に基づいて説明する。前記上部流路口１８ｂを通ってきたガスも前記油滴除去部４５を通
るように前記油滴除去部４５を傾斜させる以外は前記第六の実施例と同様であるので、そ
の他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。
【００５１】
　この前記油滴除去部４５は、前記貯蔵油６９中を上昇した気泡により油面で発生する油
滴を除去する役目と前記上部流路口１８ｂを通ってきたガス内の油滴を除去する役目を兼
ねているため、油の含有率を大幅に低減させたガスを単純な構成で実現できる。
【実施例１２】
【００５２】
　次に、第十二の実施例を図２７のオイルトラッププレートの組立て斜視図と図２８のオ
イルトラッププレートの取付け斜視図と図２９のオイルトラッププレートの取付け部付近
の縦断面図に基づいて説明する。このオイルトラッププレート４７をリテーナ２３ａの上
部に重ねて配置する以外は前記第一ないし第十一の実施例と同様であるので、その他の部
分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。オイルプレートホルダ４７ａの網挿入部４
７ｅに複数の網４７ｂを積層して挿入し、網押さえリング４７ｃを上部に重ねて押さえつ
め４７ｄを曲げて固定し、前記オイルトラッププレート４７を形成する。このオイルトラ
ッププレート４７を図２８に示すように二段ボルト２３ｍとバイパスナット２３ｎにより
前記リテーナ２３ａの上部に固定する。この結果、圧縮動作口２ｄから出る油を多量に含
有したガスがこのオイルトラッププレート４７に衝突するため、これまで説明してきたよ
うに、油は、その慣性により、積層された網４７ｂ内に付着するため、油の含有率を大幅
に低減させたガスを圧縮機から吐出できるという効果がある。ここで、前記オイルトラッ
ププレート４７と圧縮動作口２ｄの間隔Ｈを前記圧縮動作口２ｄの直径Ｄの０．２５倍か
ら２倍の範囲内に設定する。この結果、流路抵抗が増大せず、ガス中の油滴の除去率が高
いという効果がある。ここで、このＨを設定するために、二段ボルト２３ｍのナット部の
厚みと前記リテーナ２３ａの厚みを利用する。この結果、Ｈを確保するための治具や別部
品が不要となり、低コストになるという効果がある。さらに、バイパス弁２３のもれチェ
ックをする時には、バイパス弁板２３ｘとリテーナ２３ａのみを固定する必要があるが、
この場合には、前記二段ボルト２３ｍでそれらのみを固定することができるため、量産性
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が高くなるという効果がある。ここで、前記網４７ｂの目の細かさを底に近い側を細かく
し、表面に近い側を粗くすると油のガスからの除去率を向上させることができる。
【実施例１３】
【００５３】
　次に、第十三の実施例を図３０のオイルトラッププレートの斜視図に基づいて説明する
。網の積層の代わりに凹凸部４７ｇを設ける以外は前記第十二の実施例と同様であるので
、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。この凹凸部４７ｇにより油の
付着量が多くなるため、油のガスからの除去率を向上させることができる。
【実施例１４】
【００５４】
　次に、第十四の実施例を図３１のオイルトラッププレートの斜視図に基づいて説明する
。網の積層を設けない以外は前記第十二の実施例と同様であるので、その他の部分の構造
及び動作及び効果の説明は省略する。このプレートにガスが衝突するため、その中の油が
その慣性によりプレートに激しく衝突し付着するため、ガス中の油の含有率を低減できる
。これは、非常に簡単な構造であるため、低コストの圧縮機を実現できるという効果があ
る。
【実施例１５】
【００５５】
　次に、第十五の実施例を図３２の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの平面
図に基づいて説明する。前記差圧制御弁１００の他にもう一個の第二差圧制御弁２００を
設ける以外は前記第一ないし第十四の実施例と同様であるので、その他の部分の構造及び
動作及び効果の説明は省略する。前記差圧制御弁１００を流れる油やガスの量が多いと、
差圧設定値がずれてくることを回避できるという効果がある。また、第二差圧制御弁２０
０の差圧設定値を前記差圧制御弁１００の設定値よりも大きしてもよい。この場合、起動
時や運転状態の急激な変化時、前記背面過吸込圧領域９９へ大量のガスや油が流入した時
のそこでの圧力の異常上昇を逃がす安全弁の役割を持たせることができる。この結果、信
頼性の高い圧縮機を提供できるという効果がある。
【実施例１６】
【００５６】
　次に、第十六の実施例を図３３の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの中央
付近の平面図及び図３４のバイパス穴の縦断面図に基づいて説明する。高圧側の一対のバ
イパス穴２ｅの歯底側にスクロールラップ２ｂに沿った方向で中央向きに切欠きを設ける
以外は前記第一ないし第十二の実施例と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及
び効果の説明は省略する。穴の中に残る高圧ガスによる再膨張を極力抑えて高圧側バイパ
ス弁２３の圧縮室と通じている期間が高圧側に拡大したため、過圧縮を一層低減でき性能
が向上するという効果がある。
【実施例１７】
【００５７】
　次に、第十七の実施例を図３５の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの中央
付近の平面図及び図３６のバイパス穴の縦断面図に基づいて説明する。高圧側の一対のバ
イパス穴２ｅの歯底側にスクロールラップ２ｂに沿った方向で外向きに切欠きを設ける以
外は前記第十三の実施例と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明
は省略する。穴の中に残る高圧ガスによる再膨張を極力抑えて高圧側バイパス弁２３の圧
縮室と通じている期間が低圧側から高圧側まで拡大したため、低い圧力比での過圧縮を一
層低減でき性能が向上するという効果がある。
【実施例１８】
【００５８】
　次に、第十八の実施例を図３７の固定スクロール部材のスクロールラップ側からの中央
付近の平面図に基づいて説明する。低圧側の一対のバイパス穴２ｅの歯底側にスクロール
ラップ２ｂに沿った方向で中央向き及び外向きに切欠きを設ける以外は前記第十四の実施
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例と同様であるので、その他の部分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。低圧側の
一対のバイパス穴２ｅは、過圧縮抑制の役割ももちろんあるが、主な役割は液圧縮回避で
ある。低圧側バイパス弁２３の圧縮室と通じている期間が低圧側から高圧側まで拡大した
ため、液圧縮をより一層確実に回避でき信頼性が向上するという効果がある。
【実施例１９】
【００５９】
　最後に、第十九の実施例を図３８の差圧制御弁付近の縦断面図（図１におけるＰ部の拡
大図）に基づいて説明する。自然長の長い差圧弁ばね１００ｃとそれを挿入できる挿入弁
キャップ１００ｊを設けた以外は前記第一ないし十五の実施例と同様なので、その他の部
分の構造及び動作及び効果の説明は省略する。これにより、ばね定数を小さく設定できる
ため、各部の寸法精度を上げなくても差圧の設定を行えるため、量産性が向上するという
効果がある。ここで、前記差圧弁ばね１００ｃはつるまきばねになっているが、たけのこ
ばねでもよい。この場合、座屈し難いので、差圧値を一層精度良く設定できるという効果
がある。
【符号の説明】
【００６０】
　２…固定スクロール部材（非旋回スクロ－ル部材）、２ｅ…バイパス穴、３…旋回スク
ロ－ル部材、４…フレーム、５…オルダムリング、６…圧縮室、１２…シャフト、１９…
モータ、４４…フレームオイルリング、４５…油滴除去部、４６…オイルリング、４７…
オイルトラッププレート、４７ｍ…二段ボルト、６０…吸込室、６１…固定背面室、６２
…モータ室、６９…貯蔵油、９５…背面吐出圧領域、９６…吐出室、９９…背面過吸込圧
領域、１００…差圧制御弁。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図３７】

【図３８】

【手続補正書】
【提出日】平成22年11月15日(2010.11.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端板とそれに立設するスクロールラップから成る固定スクロール部材（〔００２２〕Ｐ
５Ｌ４４）と、
　端板とそれに立設するスクロールラップから成り（〔００２１〕Ｐ５Ｌ４０）、前記固
定スクロール部材と噛み合わされる（〔００３０〕Ｐ８Ｌ３３）旋回スクロール部材と、
　噛み合わされたこれらスクロール部材間に、前記旋回スクロール部材が自転せずに旋回
運動することにより形成される圧縮室（〔００３０〕Ｐ８Ｌ２５－Ｌ３５）と、
　前記固定スクロール部材の鏡板を貫通し、前記圧縮室と吐出圧となる固定背面室をつな
ぐバイパス穴（〔００２２〕Ｐ５Ｌ４６，〔００３４〕Ｐ１１Ｌ４５－Ｌ４６）と、
　前記バイパス穴の連通を制御し、前記圧縮室の圧力が吐出圧よりも高い時に前記圧縮室
と前記固定背面室を連通するバイパス弁（〔００２２〕Ｐ５Ｌ４８－Ｌ４９，〔００３４
〕Ｐ１２Ｌ１－Ｌ２）と、
からなるスクロールタイプの圧縮機において、
　前記バイパス穴の圧縮室側開口部である固定歯底側において、前記固定スクロール部材
の前記スクロールラップに沿った方向に切欠きを設けること（〔００５６〕Ｐ１６Ｌ３６
－Ｌ３７，〔００５７〕Ｐ１６Ｌ４５－Ｌ４６，〔００５８〕Ｐ１７Ｌ４－Ｌ５）を特徴
とする圧縮機。
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【請求項２】
　請求項１において、
　前記バイパス穴のうち、高圧側に設けるバイパス穴のみに前記切欠きを設けること、を
特徴とする（図３３，図３５）圧縮機。
【請求項３】
　請求項２において、
　前記切欠きを、中央向き側のみに設けることを特徴とする（図３３）圧縮機。
【請求項４】
　請求項１乃至３の何れかにおいて、
　前記切欠きの形状を、前記バイパス穴から離れるにつれて深さが縮小する形状（図３４
）とすることを特徴とする圧縮機。



(25) JP 2011-27117 A 2011.2.10

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  寺井　利行
            茨城県土浦市神立町５０２番地　　　　　　　　　　　　　　　株式会社日立製作所機械研究所内
(72)発明者  田村　和己
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
(72)発明者  金子　正人
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
(72)発明者  関口　浩一
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
(72)発明者  島田　敦
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
(72)発明者  田所　哲也
            栃木県下都賀郡大平町富田７０９番地の２　　　　　　　　　　株式会社日立栃木エレクトロニク
            ス内
(72)発明者  秋澤　健裕
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
(72)発明者  阿部　信雄
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
(72)発明者  島田　芳之
            栃木県下都賀郡大平町大字富田８００番地　　　　　　　　　　株式会社日立製作所冷熱事業部内
Ｆターム(参考) 3H039 AA02  AA06  AA12  BB11  BB16  BB28  CC27  CC29  CC34  CC41 
　　　　 　　  3H129 AA02  AA15  AA32  AB03  BB05  BB35  BB42  CC43 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	written-amendment
	overflow

